
一般財団法人 日本民間公益活動連携機構（JANPIA）  
第 75回理事会（決議省略）議事録  

  
１．理事会の決議があったものとみなされた事項の内容  

   
第１号議案 2024年度通常枠（第２回）資金分配団体選定の件 

 

＜提案事項＞ 

2024年度助成事業通常枠（第２回目）の公募案件の審査を行い理事会への推薦事業が確定

したので採択について協議を行う。 

 

＜審査会議からの推薦状況＞ 

49申請事業の内 14事業について審査会議から推薦を受けており、今回推薦の14事業のすべ

てが採択となった場合、第１回目の採択事業の助成総額と合わせて今年度の助成総額は、

5,085,460,520 円となる（予算52億円に対し114,539,480 円が予算残額）。 
 

■ソーシャルビジネス形成支援事業（１事業 採択予定額計199,796,000円） 

申請団体 事業名 助成予定額 

株式会社キッチハイク 
人口減少地域における保育環境の好

循環サイクル創造事業 
199,796,000円 

 

■イノベーション企画支援事業（４事業 採択予定額計 888,869,321円） 

申請団体 事業名 助成予定額 

一般社団法人グラミン日本 

デジタルスキル研修＆起業・就労支

援を核としたシングルマザー支援団

体の育成・促進事業 
177,731,850円 

株式会社キズキ 

（構成団体）READYFOR株式会社 

急増する「不登校・長期欠席の子ど

もたち」支援モデル形成事業 ～

「多様な将来」を探る機会を、すべ

ての子どもに～ 

259,737,571円 

特定非営利活動法人キッズドア 
困難を抱える高校生世代のセーフテ

ィネット構築事業 
202,468,808円 

公益財団法人長野県みらい基金 

（構成団体）（社福）長野県社会福祉協議

会・（社福）山梨県社会福祉協議会 

コレクティブインパクトで実現する

持続可能なまちむらづくり 
248,931,092円 

 

■草の根活動支援事業（６事業 採択予定額計 794,378,630円） 

申請団体 事業名 助成予定額 

公益財団法人泉北のまちと暮らしを考え

る財団 

南大阪地域子育て支援ハブ形成プロ

ジェクト 
154,483,598円 

特定非営利活動法人ReBit 

（構成団体）特定非営利活動法人エティック 

地域におけるLGBTQ支援・啓発の担い

手団体の育成 
198,800,000円 

一般財団法人ちくご川コミュニティ財団 

（構成団体）一般社団法人家庭教育研究機

構 

ひとりひとりに合った多様な学びを

支える地域共生事業 
181,628,080円 

NPO法人エデュケーションエーキューブ 
地域格差と貧困を超えるオルタナテ

ィブスクール創出事業 
62,701,400円 

NPO法人新座子育てネットワーク 
多様な子どもたちのための持続可能

な居場所づくり支援＠埼玉県 
96,454,352円 



一般社団法人さが・こども未来応援プロ

ジェクト実行委員会 
（構成団体）社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

「行政」×「専門機関」×「地域資

源（市民）」による地域子育て包括

支援事業 
100,311,200円 

 

■災害支援事業（３事業 採択予定額計 577,119,654円） 

申請団体 事業名 助成予定額 
認定特定非営利活動法人カタリバ 

（構成団体）READYFOR株式会社 

能登に、ちいさなコミュニティハウ

スを作る 
249,680,744円 

公益財団法人佐賀未来創造基金 

（構成団体）一般社団法人佐賀災害支援

プラットフォーム 

市町域の『災害中間支援組織』発掘・

育成・機能強化事業～市町域での災害

支援に資するマルチセクター・フェー

ズフリー化のための組織機能強化とネ

ットワークづくり～ 

127,442,760円 

一般社団法人居住支援全国ネットワーク 
災害に備えた住宅確保要配慮者に対

する居住支援事業 
199,996,150円 

  
 
２．理事会の決議があったものとみなされた事項を提案した理事の氏名  

  

理事長（代表理事）二宮 雅也  
  
３．理事会の決議があったものとみなされた日  

  

2025年２月 17日（月）  
  

４．議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名  

  理事長（代表理事）二宮 雅也  

  
2025 年２月 10 日（月）、理事 二宮雅也が理事及び監事の全員に対し、理事会の決議

の目的である事項について、上記の内容の提案書を電磁的記録によって発送した。当該

理事会の決議の目的である事項につき、2025 年２月 17 日（月）17：00 までに、理事の

全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をし、監事の全員から電磁的記録に

より異議を述べない旨の確認書の提出を受けたので、当機構定款第 44条及び理事会規則

第 10条に定める「決議の省略」の規定に基づき、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなされた。  

 
 
以上の通り、理事会の決議があったものとみなされたことを明確にするため、この議

事録を作成し、議事録の作成に係る職務を行った理事が記名押印する。  
  
 
2025年２月 17日  
  
一般財団法人 日本民間公益活動連携機構  

  
理 事 長  二 宮 雅 也  

 
 


